
　附   属   明   細   書　（宿舎等勘定）

令和５事業年度

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
自　　令和　５年　４月 　１日

至　　令和　６年　３月 ３１日



（単位：円）

当期償却額 当期減損額

投資その他の資産 破産更生債権等 1,064,759,256 0 140,347,420 924,411,836 0 0 0 0 924,411,836

貸倒引当金 △ 1,064,759,256 0 △ 140,347,420 △ 924,411,836 0 0 0 0 △ 924,411,836

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減損損失累計額
期 首 残 高 当期増加額

（注１）破産更生債権等の当期減少額 140,347,420円は、雇用促進住宅に係る未収賃貸料の時効到来等によるものである。

当期減少額

による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
会計処理｣及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（｢第87 特定の資産に係る費用相当額の

期 末 残 高資産の種類 差引当期末残高 摘　要
減価償却累計額



流動資産として計上された有価証券

(単位 ：円)( 単位 ：円 ）

満期保有 種類及び銘柄 取 得 価 額 券 面 総 額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額

目的債券 譲渡性預金 2,000,000,000 2,000,000,000 2,000,000,000 0

計 2,000,000,000 2,000,000,000 2,000,000,000 0

貸借対照表

計上額合計

２．有価証券の明細

摘   要

2,000,000,000



（単位：円）

賞与引当金

計 3,195,794 3,365,459 3,195,794 0 3,365,459

３．引当金の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘   要
目 的 使 用 その他

3,195,794 3,365,459 3,195,794 0 3,365,459



（単位：円）

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区     分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘   要
期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高 期 首 残 高 当期増減額

0 0 0 0

　貸倒懸念債権 0

期 末 残 高

未収金 121,153,953 △ 6,146,788 115,007,165 115,062,165 △ 55,000 115,007,165

0 0 0 0 0

　破産更生債権等 115,062,165 △ 55,000 115,007,165 115,062,165 △ 55,000 115,007,165

未収賃貸料等収入 949,697,091 △ 140,292,420 809,404,671 949,697,091 △ 140,292,420 809,404,671

0

　貸倒懸念債権 0 0 0 0 0 0

　一般債権 0 0 0 0 0

809,404,671　破産更生債権等 949,697,091 △ 140,292,420 809,404,671 949,697,091 △ 140,292,420

計 1,070,851,044 △ 146,439,208 924,411,836 1,064,759,256 △ 140,347,420 924,411,836

※算定方法について
は、注記を参照

　一般債権 6,091,788 △ 6,091,788



（単位：円）

①退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

企業年金基金等に係る債務

③年金資産

退職給付引当金（①＋②－③）

５．退職給付引当金の明細

区     分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘   要

33,268,456 △ 740,864 43,690 32,483,902

50,330,730 △ 2,938,271 712,853 46,679,606

17,062,274 △ 2,197,407 669,163 14,195,704

10,324,508 785,921 669,163 10,441,266

②未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 120,282,075 4,210,183 11,666,407 112,825,851

160,288,297 485,991 11,710,097 149,064,191



( 単位 ：千円、人 ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

（注１）役員に対する報酬等の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、役員給与規程（平成１５年

　 規程第４号）、職員給与規程（平成２５年規程第７号）、役員退職手当規程（平成１５年規程第５号）及び

職員退職手当規程（平成２５年規程第６号）に基づいている。

（注２）支給人員数は、共通経費の配賦を行ったことにより、実際の支給人員数と異なるため記載をしていない。

（注３）役員欄の上段の支給額は非常勤監事で、外数である。

（注４）上記明細のほかに、パートナー職員に係る給与等として、12,503千円の支給があり、損益計算書において、

その他の一般管理費及びその他の業務費の内訳費目（謝金）として整理している。

（注５）損益計算書において、退職給付費用として業務費に△9,712千円及び一般管理費に△410千円を計上している。

（注６）単位未満は、切捨てにより表示している。

６．役員及び職員の給与の明細

区       分
報  酬  又  は  給  与 退   職   手   当

支   給   額 支 給 人 員 支   給   額 支 給 人 員

職       員
－ － － －

39,853 － 0 －

役       員
2 － － －

63 － 0 －

合       計
2 － － －

39,917 － 0 －



７．開示すべきセグメント情報

　宿舎等勘定は、単一セグメントであり、宿舎等事業のみを実施していることから、当該勘定別附属明細書におけるセグメント情報の記載を省略しております。
　なお、宿舎等事業セグメントの財務情報については、法人単位附属明細書の「１７.開示すべきセグメント情報」に記載しております。



堀之内　治史　※

高野　裕之

８．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等（「第１０６　関連公益法人等の範囲」

において定める関連公益法人等をいう。以下同じ。）の情報

①　労働関係法人企業年金基金

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

齢、脱退又は死亡について給付を行い、加入者等及びそ つとして当機構が含まれ 鈴木　一光 （理事長代理）

の遺族の生活の安定と福祉の好況に寄与することを目的 る。 若林　革　　　※ （千葉職業能力開発短期大学校）

　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50号） 　当基金は、平成２９年に 中沖　剛

に基づき、当該基金の加入者及び加入者であった者の老 設立され、実施事業所の一 星　　直幸

（千葉支部長）

内山　元　　　※ （東北職業能力開発大学校）

とする。 山本　英治　　※ （京都職業能力開発促進センター）

（鹿児島職業能力開発促進センター）

労働関係法人

企業年金基金

（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

掛金（事業主負担分）

労働関係法人

企業年金基金
　　　　当基金加入員（厚生年金に加入する一定

　　　　条件を満たすすべての当機構職員）の老

　　　　齢、死亡又は脱退について給付を実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

△ 533,471,363

（注）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。

労働関係法人
企業年金基金

14,749,995,417 15,545,673,652 △ 795,678,235 928,323,511 1,461,794,874



（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

労働関係法人企業年金基金 ― 752,189,600

　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（注１）上記金額は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額

（注）上記金額は、令和６年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

科　　目 金　　額

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 62,492,600

労働関係法人企業年金基金 928,323,511 0 ―

（注）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。



②　雇用支援機構健康保険組合

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

ては、昭和５２年から加入 飯田　剛　　　※ （総務部長）

している。 横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

　健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対し 　当該組合は、昭和３６年 鈴木　一光　　※ （理事長代理）

て保険給付や保健事業等を実施している。 に設立され、当機構におい 真下　和雄　　※ （理事）

松原　和範　　※ （九州職業能力開発大学校）

佐藤　長彦　　※ （経理部次長）

赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

小笠原　雅彦　※ （愛媛職業能力開発促進センター）

雇用支援機構

健康保険組合

（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
　　　　当機構職員等に対し、保険給付及び

　　　　保健事業等を実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

15,187,751

（注）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。

雇用支援機構
健康保険組合

2,024,668,049 174,041,574 1,850,626,475 3,870,024,048 3,854,836,297



（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,841,484,248

　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 122,755,309

（注）上記金額は、令和６年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

雇用支援機構健康保険組合 3,764,077,510 0 ―

（注）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。



③　特定非営利活動法人トータルサポート２１

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

山下　哲郎

川﨑　昇

　企業経営・組織運営の支援を実施している。 　生産性向上支援訓練を委 能田　幸生

託している。 岩丸　裕建

大石　雅一

特定非営利

活動法人

トータル

サポート２１



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

生産性向上支援訓練等の委託

特定非営利活動法人

トータルサポート２１
生産性向上支援訓練等の実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

△ 202,706

（注）上記金額は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの期間の金額である。

特定非営利活動法人トー
タルサポート２１

451,460 0 451,460 2,622,445 2,825,151



　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

特定非営利活動法人トータルサポート２１ ― ―

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

特定非営利活動法人トータルサポート２１ ― ― 未払金 660,000

特定非営利活動法人トータルサポート２１ 2,323,940 1,507,000 64.8%

（注）上記金額は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの期間の金額である。



④　一般社団法人日本鞄協会

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

いる。 十川　和夫

林　州代

　鞄の材料業、製造業、卸売業、小売業を営んでいる事 　産業別高齢者雇用推進事 水野　一樹

業者を会員とし、鞄産業の振興、発展を目的に活動して 業を委託している。 金澤　守利

飯塚　貴志

𠮷田　輝幸

衣川　英生

金宮　秀王

新川　晧介 

川村　洋三

一般社団法人 佐藤　吉博

日本鞄協会 畠山　勉

依田　光展

中村　徳光

高橋　健一

猪瀬　昇一

梶　繁夫

新川　晃生

池田　洋一

長谷川　隆章

曽我部　孝徳



法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

青木　公敏

中垣　雅嗣

松本　勝

池田　修作

庄山　悟

後藤　勝

橋本　洋二

岡庭　三和

伊藤　誉典

平野　慎二

一般社団法人 由利　昇三郎

日本鞄協会 西田　正樹

植村　賢仁

幸村　龍一

服部　清隆

片野　一徳

山本　一彦



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

産業別高齢者雇用推進事業の委託

一般社団法人

日本鞄協会
産業別高齢者雇用推進事業の実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

△ 837,126

（注）上記金額は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの期間の金額である。

一般社団法人日本鞄協会 40,448,479 2,510 40,445,969 26,979,799 27,816,925



　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

一般社団法人日本鞄協会 ― ―

一般社団法人日本鞄協会 ― ― 未払金 6,790,063

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

一般社団法人日本鞄協会 19,922,063 6,790,063 34.1%

（注）上記金額は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの期間の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合
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